
めに人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所

法人の沿革・特色
(事業の目的及び運営方針)

地域生活支援事業（移動支援）重要事項説明書

業の実施に当たっては、地域や家庭との結びつきを

重視し、関係区市町村、他の障害福祉サービス事業

者、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連

名称 株式会社　コミュニティ・ケア

解しやすいように説明を行う。３移動支援の提供に

当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護

技術をもってサービスの提供を行う。４事業所の従

業者は、利用者等の意思及び人格を尊重し、常に利

用者等の立場に立ってサービスの提供を行う。５事

【設立】平成１５年２月１０日

【事業の目的】

株式会社コミュニティ・ケアが設置するコミュニテ

ィ・ケア（以下「事業所」という。）が行う、練馬

区における移動支援事業の適正な運営を確保するた

コミュニティ・ケアの概要

法人の電話番号 ０３-５９３３-０５５６

代表者氏名

用者等の立場に立った適切な移動支援の提供を確保

することを目的とする。

【運営方針】

１事業所の従事者は、利用者等が地域において自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

その利用者等の身体その他の状況及びその置かれて

その家族に対し、サービスの提供方法等について理

いる環境に応じて、外出時における移動中の介護を

1

法人の種別 株式会社

＜令和6年4月1日現在＞

の従業者が支給決定を受けた利用者及び障害児（以

下利用者等という。）の意思及び人格を尊重し、利

練馬区西大泉３-２６-１５-さかえやビル

適切かつ効果的に行う。２移動支援の提供に当たっ

ては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者等又は

法人の所在地

北楯　利宗
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法人の沿革・特色
(事業の目的及び運営方針)

携に努める。６前５項のほか、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）及び関係法令等を遵守し、事

業を実施するものとする。

１名

職員体制 業務内容 計

管理者

資格

介護福祉士

2 事業所の職員体制

・練馬区総合事業　　　・福祉用具貸与事業
法人が所有する営業所の種類・数

・訪問介護事業　　　　・居宅介護事業

・通所介護事業　　　　・介護予防事業

※ その他、ホームページを参照して下さい。

営業日 日曜日、年末年始を除く月～土曜日

営業時間（受付日・時間） 午前９時～午後６時まで

サービス提供時間 午前８時～午後６時まで

※上記以外の日、時間外の対応については応相談

管理業務 １名

従事者
（訪問介護員等）

介護福祉士
介護福祉士実務者研修
訪問介護員養成研修１級

介護職員初任者研修
訪問介護養成研修２級

２.５名以上
(サービス提供
責任者含む)

訪問介護
２.５名以

上
(常勤換算)

サービス提供責任者 ２名以上
従業者及び
管理業務

２.５名以上

① サービスの提供時間

平日 ○ △ × ×

土・祭日 ○ △ × ×

※時間帯により料金が異なります。

※△については、応相談。

② 当社の営業日、時間について

通常時間帯 早朝 夜間 深夜

介護福祉士

介護福祉士実務者研修

・特定福祉用具事業　　・障害福祉サービス事業

・移動支援事業　　　　・有償サービス事業

・その他

8時～18時 6時～8時 18時～22時 22時～6時
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4 サービスの内容

その他のサービスについて

移動支援サービスの利用方法

利用者又はその家族は当月の料金の合計額を翌月の月末までに振込み、又は口座自動引落の

方法で支払います。（２７日口座振替※祝日の場合は翌営業日）

事業者は、利用者又はその家族から料金の支払いを受けたときは、利用者又はその家族に対

毎月、１５日に前月分の請求書を発行いたしますので、当月末日までにお支払いください。

1 サービスの利用開始

① 移動支援サービスについて支給決定を受けた方で、当事業者のサービス利用を希望される方

は、電話等でご連絡ください。当事業者のサービス提供に係る重要事項について説明します。

② サービスの利用が決定した場合は、契約を締結し、計画を作成して、サービスの提供を開始

します。契約の有効期間は支給決定期間と同じです。ただし、引き続き支給決定を受け、利

3 利用料金

し、領収書を発行します。

用等の費用を負担します。

その他、諸費用等の料金については、利用者又はその家族からの同意を得るものとします。

1 利用料金

サービス当日に利用者（家族）都合でサービスをキャンセルする場合。

連絡先 ０３－５９３３－０５５６

利用日の前日、午後６時までにご連絡いただいた場合 無料

利用日の前日、午後６時以降のキャンセル連絡の場合 有料　一律　\2,000頂きます

※キャンセル料は、原則として利用者負担となります。　※利用者の身体状況の変化、緊急時等は除く。

3 その他

① 利用者又はその家族は、サービスの対価として練馬区が定める利用単価の料金をもとに計算

された月の合計金額を支払います。

5

事業者は、当月料金合計額の請求書を、翌月 １５ 日発行し利用者に送付いたします。②

③

④

利用者又はその家族は、サービス従業者がサービスを実施するために使用する交通費・諸費⑤

⑥

お支払いいただきますと、領収証を発行します。

お支払い方法は、口座振替、口座振込みの２通りからご契約の際に選べます。※原則、口座

振替でお願いします。

③ その他、目的場所への移動手段での交通費、諸費用等については、介護保険料金とは別途で

請求させて頂きます。

① 利用者の住まいで、サービスを提供するために使用する、水道、ガス、電気等の費用は利用

者のご負担になります。

② 料金の支払い方法

2 キャンセル料

※別途料金が発生する場合については、利用者、その家族の同意を得るものとする。
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1 実施　無

9 第三者評価実施の有無

きます。

利用者又はその家族が当事業者に対し３０日間の予告期間をおいて文書等で通知を行った場

② 当事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者やご

家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、又は当事業者が破産した場合、利

② 移動支援サービスの支給期間、適応期間が満了し、その後支給決定がない場合（所定の期間

します。契約の有効期間は支給決定期間と同じです。ただし、引き続き支給決定を受け、利

用者又はその家族から契約終了の申し出がない場合は、自動的に更新されるものとします。

2 移動支援サービスの提供に当たっては、適切なサービスを提供するために、利用者の心身の

用者又はその家族は、文書等で通知することにより直ちにこの契約を解除することができま

③ 利用者又はその家族が、サービス利用料金の支払いを２ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう

催告したにもかかわらず、７日以内にお支払いいただけない場合、又は利用者や利用者の家

族等が事業者や従業者に対して本契約を継続しがたいほどの背信行為を行った場合は、事業

者は文書等で通知することにより直ちに契約を解除し、サービス提供を終了させていただく

ことがあります。

④ 当事業所を廃止又は縮小する場合などやむを得ない事情がある場合、契約を解除し、サービ

ス提供を終了させていただくことがあります。この場合、契約を解除する日の３０日前まで

に文書等で通知します。

状況や生活環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等を把握させていただ

3

す。

③ 利用者が死亡した場合

6

4 契約の自動終了

合は、この契約を解除することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得

ない事情がある場合は、予告期間内の通知でも契約を解除することができます。

移動支援サービスの終了

①

事業者及びその従業者は、サービス提供をする上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を、

正当な理由なく他の事業者及び第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。

2 前項の規定にかかわらず、サービスの質の向上を目的とした第三者評価機関による審査のために、

事業者が利用者の個人情報を用いることに、利用者は同意します。

7 秘密保持

1 サービス事業者は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び、利用者又はその家族から提示を求めら

れた時は、いつでも身分証を提示します。

8 身分証携行義務

1

当事業者のサービス利用に際し留意していただきたい事項

の経過をもって終了します。）

次の場合は、連絡がなくとも契約は自動的に終了します。

① 利用者が施設に入所した場合
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当社サービスの特徴等10

下記の理念に基づき運営しております。

緊急時・災害時の対応

交流を大切に、人としての尊厳を持ち、住み慣れた自宅や地域の中で安心した、その人らしい生活が送れる

る企業を目指します。

☆　基　本　理　念　☆

連絡先

○

TEL

な措置を講じます。又、災害時等に通常のサービスが行えない場合がございます。

事業者は、サービスの提供を行っている時に利用者の病状の急変、事故等により緊急を要する事態

に遭遇した場合は、家族又は、緊急連絡先へ連絡するとともに速やかに主治医又は、歯科医師に連

絡を取る等必要な措置を講じます。

事業者は、サービスの提供を行っている時に災害が起こった場合は、安全に避難等できるよう必要

②

その他 氏名

○

○

○

○

○

1

☆　企　業　理　念　☆

緊急連絡先

TEL

よう、ご利用者本意、地域密着型の活動を行い、ご利用者、ご家族、業界、地域の方、従業員から信頼され

コミュニティ・ケアは『在宅介護の三本柱』の構築を目指し、子供から高齢者まで世代を越えたふれあいと

利用者のニーズを大切に、利用者の立場に立った『利用者本位』のサービスを提供する

従業員への研修の実施 有り

ハートフルケア＝適正サービスの実現

備考

変更を希望される方はご相談ください

地域密着を目指し、何事も誠意をもって対応し、信頼いただける地域の福祉サービスの拠点として、

地域社会に貢献する

質の高い専門的サービスを提供する

特に、在宅生活が困難な重度障害者、難病者等の生活支援にこだわりをもって支援する

信頼される、地域NO．１のヘルパーステーションを常に目指す

サービスマニュアルの作成 有り

その他(　　　　　　　　　)

2

運営の方針

・

サービス利用のために

事項 有無

ホームヘルパーの変更の可否 有り

家族①

家族②

氏名 連絡先
TEL

氏名 連絡先

続柄

11

①

続柄

定期的に実施（新規採用時は1ヶ月以内に実施）

介護サービスマニュアル

主治医 氏名 連絡先
TEL

病院・医院・クリニック

③

相談支援
事業所

氏名 連絡先
TEL
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認知症の対応力向上に係る取り組み

① 事業者は介護サービス事業者の認知症対応力の向上と利用者の介護サービスの選択に資する観点に

より下記の通り取り組みを行います。

② 従業者に対して、認知症に関する基礎的内容等の適切な知識を啓発・普及するための研修を定期的

(1年に1回以上)に実施します。

③

権利擁護、虐待の発生又は、その再発等を防止のための指針の整備、研修等を定期的(1年に1回以

事業者は、虐待が疑われる場合には、速やかにこれを区市町村に通報を虐待防止に関する責任者が

認知症に係る外部研修等への参加を積極的に行います。

④ 介護サービス情報公開制度において、研修の受講状況(受講人数)等、認知症に係る事業者の取組状

況について公表いたします。

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

② 緊急時やむを得ない場合に、身体拘束等を行う場合には記録をします。

③ 緊急時やむを得ない理由については、切迫性、非代替性、一時性の3つの要件をみたすことについ

て、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容

について記録し、2年間保存します。

④ 記録の項目は、身体拘束等の態様、時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由を

記入します。

⑤ 身体拘束等の適正化に関する担当者は次の者を置きます。

（責任者：保谷 良子）（担当者：各事業所管理者）

3

介護支援事業所、区市町村等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

事故発生時の対応・事故処理・事故防止等の取り組み

① 事業者は、利用者に対するサービス提供中に事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、居宅

4

権利擁護・虐待の発生又は、その再発等を防止する取り組み

⑤

⑥

行います。（責任者：保谷　良子）（担当者：各事業所管理者）

※

従業者に対して権利擁護・虐待の発生又は、その再発等を防止に関する基礎的内容等の適切な知識

を啓発・普及するための研修を定期的(1年に1回以上)に実施します。新規採用時には別途研修を実

施します。

①

②

・虐待の発生又は、その再発等を防止)について、従業者に十分周知します。

③ 権利擁護・虐待発生又は、その再発等を防止に関する責任者を選定します。

事業者は、利用者等の権利擁護・虐待の発生又は、その再発等を防止するために、次に掲げるとお

り必要な措置を講じます。

権利擁護・虐待防止委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議を開催しその結果(権利擁護

1

（責任者：保谷 良子）（担当者：各事業所管理者）

成年後見制度の利用を支援します。

相談苦情解決体制(権利擁護・虐待発生又は、その再発等を防止)を整備します。

上)に実施します。

指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

2 身体拘束等の適正化について

① 事業者は利用者又は他利用者等の生命又は身体を保護するために、緊急時やむを得ない場合を除き

、身体拘束は行いません。

⑦

⑧

④

12 その他の項目
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必要な措置を講じます。

②

当事業所のハラスメント防止マニュアルについては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュ

アル」「（管理職・職員向け）研修のための手引き」に基づいて対応します。

⑦ ハラスメントに関する相談窓口担当者は次の者を置きます。

（相談窓口責任者：保谷　良子）（担当者：各事業所管理者）

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

6 災害時・非常災害対策に関する取り組み

① 事業者は災害への対応力強化を図る観点から、災害に当たっての地域と連携した取り組みを強化し

防災・感染対策・BCP委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議を開催しその結果(非常災害

対策に関する取り組み等)について、従業者に十分周知します。

④ 災害への対応においては、災害時・非常災害に関する具体的計画を立て、関係機関との通報及び連

④ 訪問先・利用者宅・施設内でのハラスメントとは下記の通りとなります。

◇パワーハラスメント…身体的暴力を行うこと・違法行為を強要すること・人格を著しく傷つける

発言を繰り返し行うこと等

における、ハラスメント防止のための指針を定めます。

② 事業者は、ハラスメント委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議を開催し、その結果（ハ

◇セクシュアルハラスメント…利益・不利益を条件にした性的接触又は、要求をすること・性的言

動により、サービス提供者に不快な念を抱かせる環境を醸成すること等

⑤ 従業者に対してハラスメントに関する基礎的内容等の適切な知識を啓発・普及するための研修を定

期的(1年に1回以上)に実施します。新規採用時には別途研修を実施します。

⑥

③ 従業者に対して、災害時・非常災害対策に関する取り組みにおける基礎的内容等の適切な知識を普

及・啓発するための研修及び防災災害、避難等の訓練を定期的(1年に1回以上)に実施します。

③ 事業者は、契約時等に利用者に対してハラスメントについて説明をします。

事業者は、１項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録します。

⑤ 事業者は、リスクマネジメント（事故・緊急時）委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議

を開催し、その結果(事故防止等)について、従業者に十分周知します。

⑥ 事故防止のため、委員会等において転倒、転落、誤飲、誤嚥、無断離設、サービス提供中の事故に

② 事業者は、事故が発生した場合は、その原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じます。

ラスメントの発生又は、その再発等を防止）について従業者に十分周知します。

解明し、対策を講じます。

⑦ 従業者に対してリスクマネジメントに関する基礎的内容等の適切な知識を啓発・普及するための研

指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

5 ハラスメント防止のための取り組み

① 事業者は利用者に対して、安定した居宅介護支援サービスを提供するため利用者の居宅、事業所内

等に損害が生じた場合は、速やかにその損害を賠償します。ただし事業者の故意又は、過失によら

ない場合はこの限りではありません。

④

ついて具体的な事故防止の対策を関係職員に周知徹底すると共に、事故が生じた際にはその原因を

③ 事業者は、利用者に対するサービス提供により発生した事故等により、利用者の生命、身体、財産

修を定期的(1年に1回以上)に実施します。新規採用時には別途研修を実施します。

⑧ リスクマネジメント（事故・緊急時）に関する担当者は次の者を置きます。

（責任者：保谷 良子）（担当者：各事業所管理者）

※
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①
当社お客様サービス相談

苦情窓口
受付日・時間　月～金曜日 午前９時～午後６時

担当 管理者 電話番号 ０３－５９３３－０５５６

①

研修を実施します。

13

指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止のための取り組み

の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止)について、従業者に十分周知します。

従業者に対して、衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止における基礎的内容等の適切

④ 当事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアを実施します。

⑤ 災害時・非常災害への対応においては地域との連携が不可欠である。避難、救出その他必要な訓練

（シミュレーション）を行う際は、地域住民の参加が得られるように連携に努めます。

⑥ 災害時・非常災害対策に関する責任者は次の者を置きます。

（統括責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

※

サービス内容に関する苦情

② 防災・感染対策・BCP委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議を開催しその結果(衛生管理

事業者は衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延等の防止に、必要な措置を講じます。

携体制を整備し、それらを定期的(1年に1回以上)に従業者に周知します。

⑤ 衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延の防止のための指針の整備、研修及び訓練（シミュレー

ション）を定期的(1年に1回以上)に実施します。

③

な知識を普及・啓発するための研修を定期的(1年に1回以上)に実施します。 新規採用時には別途

7

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

※ 指針、マニュアル等については、社内に掲示又は設置します。

8 業務継続計画の策定等

① 事業者は感染症や災害・非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実

施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じます。

② 防災・感染対策・BCP委員会を設置し、定期的(3ヶ月に1回以上)に会議を開催しその結果(業務継続

計画の策定等)について従業者に十分周知します。新規採用時には別途研修を実施します。

③ 感染症に係る業務継続計画おいて、平時からの備え、初動対応、感染拡大防止体制の確立を図れる

よう指針の整備を行います。

④ 災害に係る業務継続計画において、平常時の対応、緊急時の対応、他施設及び地域との連携等に関

する計画の整備を行います。

⑤ 従業者に対して、感染症及び災害に係る事業継続計画の、具体的内容を職員間で共有するとともに

組織的に浸透させていくために、研修及び訓練（シミュレーション）を定期的(1年に1回以上)に実

施します。

⑥ 業務継続計画に関する責任者は次の者を置きます。

（統括責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）

⑥ 感染症対策に関する責任者は次の者を置きます。

（統括責任者：北楯　利宗）（担当者：各事業所管理者）
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石神井福祉事務所　　　　障害者支援係

光が丘福祉事務所　　　　障害者支援係

０３－５３９３－２８１６

０３－５９９７－７７９６

大泉福祉事務所　　　　　障害者支援係 ０３－５９０５－５２７２

０３－５９８４－４６０９

０３－３９９３－１３４４

０３－５２８３－７０２０

② その他（相談窓口）

当社以外に、区市町村の相談・苦情窓口などに苦情を伝えることができます。

東京都社会福祉協議会　福祉サービス運営適正化委員会事務局

練馬区総合福祉事務所　　障害者支援係

保健福祉サービス苦情調整

特定福祉用具販売事業所（介護予防含む）1ヶ所

営業所数等

14

名称・法人種別

TEL03―5933―0556　FAX03―5933―0557

当社の概要

通所介護事業所（総合事業含む）　　　　1ヶ所

福祉用具貸与事業所（介護予防含む）　　1ヶ所

訪問介護事業所（総合事業含む）　　　　1ヶ所

居宅介護支援事業所　　　　　　　　  　1ヶ所

住宅改修事業所　　　　　　　　　　　　1ヶ所

代表者役職・氏名 代表取締役　北楯 利宗

本社所在地・電話番号 東京都練馬区西大泉3-26-15

TEL03―5933―0556　FAX03―5933―0557

訪問介護事業所 コミュニティ・ケア

事業所所在地・電話番号 東京都練馬区西大泉3-26-15さかえやビル2階

株式会社コミュニティ・ケア

 9 ページ


